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事務事業評価シート
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１．事務事業の位置付け ２．事務事業の概要
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５．今後の方向性（担当室による内部評価）

３．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

市内10か所で供用している農業集落排水処理施設の
適正な維持管理に取り組みます。

H.28年度（事業量・取組実績） H.29年度（事業量・取組計画）

主な事業の
実績・計画

・既存農業集落排水汚水処理
施設　10施設の維持管理
　施設保守点検
　　　　　　　　週1回×10施設
　マンホールポンプ保守点検
　　　　　　　　年2回×153箇所
　放流水水質検査
　　　　　　　　月1回×10施設
　流入水水質検査
　　　　　　　　　隔月×10施設
　法定水質検査(11条検査)
　　　　　　　　年1回×10施設
・施設機器更新
　処理施設大型機器更新
　マンホールポンプ等管路施
設
　設備更新

　　　　　　他　維持管理業務

・既存農業集落排水汚水処理
施設　10施設の維持管理
　施設保守点検
　　　　　　　　週1回×10施設
　マンホールポンプ保守点検
　　　　　　　　年2回×153箇所
　放流水水質検査
　　　　　　　　月1回×10施設
　流入水水質検査
　　　　　　　　　隔月×10施設
　法定水質検査(11条検査)
　　　　　　　　年1回×10施設
・施設機器更新

・機能強化対策事業計画策定
　既存10施設中　3施設分

　　　　　　他　維持管理業務

H.30年度(事業計画) H.31年度(事業計画) H.32年度(事業計画)

・農業集落排水汚
水処理施設11施
設の維持管理(比
奈知地区農業集
落排水汚水処理
施設供用開始)
・機能強化対策事
業計画による機器
更新及び機能強
化事業　3施設
他　維持管理業務

・農業集落排水汚
水処理施設11施
設の維持管理

・機能強化対策う
事業計画による
機器更新及び機
能強化事業　3施
設

　他維持管理業
務

・農業集落排水汚
水処理施設11施
設の維持管理

・機能強化対策う
事業計画による機
器更新及び機能
強化事業　3施設

　他維持管理業務

事業内容

(H.29)No. 7005-1 (H.28)No. 7005

事務事業名
農業集落排水費（農業集落排水事業特別
会計）

会計区分 事業コード

農業集落排水事業特別会計 （中事業名）※予算書事業名

農業集落排水費 総務管理費

担当部局名 担当室名 室長名 総務費 （小事業名）

快適な生活環境づくり  農業集落排水処理施設を整備することにより、公共用
水域や農業用排水の水質保全及び農村地域の生活環
境の改善を図ります。

施 策 下水道等

重点プロジェクト

上下水道部 経営総務室 飯田　玲子 総務管理費 総務管理費

総
合
計
画

政 策 美しい自然に包まれ快適に暮らせるまち 事業目的（めざす効果）

基本施策

H.30年度(計画予
算)

H.31年度(計画予
算)

H.32年度(計画予
算)H.27繰越分 H.28現年分

①直接事業費 189,504千円 237,383千円 261,478千円 403,043千円

H.28年度（決算見込） H.29年度(作成時予算額)

H.28繰越分 H.29現年分

205,448千円

人
工
数

職員 1.22人

国･県支出金

7,263

内
訳

(

千
円

)

一般会計からの繰入金

0千円 0千円 0千円

①+②総事業費 0千円 189,504千円 237,383千円 261,478千円 403,043千円

0千円 0千円

0千円 205,448千円

②概算人件費 0千円 0千円

3.33人 3.33人 3.33人

臨時職員等 0.12人 0.25人 0.25人 0.25人

1.22人

0.12人

22,886 31,637 69,571

地方債 18,000 26,500 38,200 138,00017,500

38,344 45,689 51,221

その他（使用料等） 0 164,241 149,653 145,952 144,251

23,537

0 164,411

 【選択肢】
　 継続（改善）、継続（現行）、継続（拡大）、継続（縮小）、統合検討、休止検討、廃止検討、事業完了（予定含む）

継続（現行）

今後の対応方針（課題解決への取組内容、具体的な見直し内容、継続の理由等） ６．事務事業の取組に関係する市の計画

　農村部の生活環境及び水質保全確保のため、引き続き適正な維持管理に努めます。また既
存ストックの老朽化による機能低下を防ぐため、平成29年度に一部供用施設の機能強化対策事
業施計画を策定します。

名張市農業集落排水事業　経営戦略

４．担当室による事務事業の点検

　適正な維持管理に取り組みつつ、既存施設の機器更新をおこないました。一方で未接続世帯への接続勧奨文書等発送などにより、新規接続
者や新規加入者の増加が伺える地区もあることから達成貢献が図られた反面、農村集落部の人口減少の影響が課題となりつつあります。

考察（H.28年度の取組評価、課題、施策への貢献、市民との協働など）


